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第１章 業務継続計画の基本方針と対象組織                  

１ 計画の目的 

大規模な地震が発生した場合、市役所は災害応急対策及び災害復旧対策、さらには災害

復興の中心として、重要な役割を担っている。また、災害時であっても、必要な通常業務

は継続して実施しなければならない。しかし、庁舎の被災、断水、停電、通信などライフ

ラインの機能低下や、休日・夜間での職員の参集の遅れ等により、市役所の活動に対して、

支障が生じる可能性がある。 

地震発生時の利用できる資源（人、物、情報及びライフライン等）に制約がある状況に

おいては、市が全てのニーズに対応することは困難であり、あらかじめ、市の災害リスク

を考慮して備えを行うとともに、優先度の高い災害対策業務や通常業務を定め、発災直後

から業務を継続できる体制を整えておくことが重要である。 

そのため、大規模な地震が発生した場合を想定し、地震による影響によって市役所機能

が低下する状況にあっても業務を継続し、早期にできるだけ通常レベルに復旧させるため

の事前対策として「銚子市業務継続計画」を策定する。 

２ 業務継続計画の概要 

1.2.1 業務継続計画とは  

業務継続計画とは、災害時に行政自らも被災し、人、物、情報等利用できる資源に制

約がある状況下において、優先的に実施すべき業務（非常時優先業務）を特定するとと

もに、業務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定め、地震

等による大規模災害発生時にあっても、適切な業務執行を行うことを目的とした計画

である。 

 

1.2.2 災害時優先業務とは  

大規模災害発生時にあっても優先して実施すべき業務が非常時優先業務である。具体的

には、応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等のほか、業務継続の

優先度の高い通常業務が対象となる。発災後しばらくの期間は、業務の実施に必要な資源

を非常時優先業務に優先的に割り当てるために、非常時優先業務以外の通常業務は積極的

に休止するか、又は非常時優先業務の実施の支障とならない範囲で業務を継続する。 

■ 地域防災計画における「応急対策業務、優先度の高い復旧・復興業務」 

■ 通常業務のうち継続して行うべき「優先度の高い通常業務」 
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図 1 非常時優先業務のイメージ 

1.2.3 業務継続計画の効果  

災害発生時には、被害状況の確認など発災直後から非常に短い時間の間に膨大な応急業

務が発生し、それらを迅速かつ的確に処理しなければならない。 

図2 発災後に市町村が実施する業務の推移 

「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府・平成28年2月） 

 

 

このような場合において、業務継続計画をあらかじめ策定（継続的改善を含む。）する

ことにより、非常時優先業務を適切かつ迅速に実施することが可能となる。 

具体的には、地域防災計画では必ずしも明らかでなかった「行政も被災する深刻な事態」

も考慮した非常時優先業務の執行体制や対応手順が明確となり、非常時優先業務の執行に
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必要な資源の確保が図られることで、災害発生直後の混乱で行政が機能不全になることを

避け、早期により多くの業務を実施できるようになる(図 3)。 また、自らも被災者である

職員の睡眠や休憩、帰宅など安全衛生面の配慮の向上も期待できる。 

 

図 3 業務継続計画導入による効果のイメージ 

「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府・平成28年2月） 

 

1.2.4 地域防災計画と業務継続計画との関係 

銚子市地域防災計画は、災害対策基本法第 42 条に基づき、銚子市防災会議が作成する法

定計画である。また、想定される地震災害から市民の生命、身体及び財産を守るため、市

や防災関係機関等が、災害予防、応急対策及び復旧・復興に関し、実施すべき業務や業務

について定めたものである。 

一方、業務継続計画は、被害による行政機能の低下や少ない参集職員を前提として、市

役所の運営に関し、優先すべき業務（災害時優先業務等）を定めた計画である。 

地域防災計画と業務継続計画との相違点は、次のとおりである。 

 

表１ 地域防災計画（地震対策編）と業務継続計画との比較 

項目 地域防災計画 業務継続計画 

作成主体等 

地方防災会議が作成し、都道府県、

市町村、防災関係機関等が実施す

る計画である。 

都道府県又は市町村が作成し、自

らが実施する計画である＊１。 

計画の趣旨 

災害対策基本法に基づき、災害時

又は事前に実施すべき災害対策に

係る実施事項や役割分担等を規定

するための計画である。  

発災時に必要資源に制約がある状

況下であっても、非常時優先業務

を目標とする時間・時期までに実

施できるようにする（実効性の確

保）ための計画である。  
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行政の被災 

行政の被災は必ずしも想定する必

要はないが、業務継続計画の策定

などによる業務継続性の確保等に

ついては計画に定める必要がある
＊2。 

行政の被災を想定（庁舎、職員、電

力、情報システム、通信等の必要資

源の被災を評価）し、利用できる必

要資源を前提に計画を策定する必

要がある。 

対象業務 

災害対策に係る業務（災害予防、災

害応急対策、災害復旧・復興）を対

象とする。 

非常時優先業務を対象とする（災

害応急対策、災害復旧・復興業務だ

けでなく、優先度の高い通常業務

も含まれる）。 

業務開始目標時間 

業務開始目標時間は必ずしも定め

る必要はない（一部の地方公共団

体では、目標時間を記載している

場合もある。）。 

非常時優先業務ごとに業務開始目

標時間を定める必要がある（必要

資源を確保し、目標とする時間ま

でに、非常時優先業務を開始・再開

する）。 

業務に従事する職員

の水・食料等の確保  

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保に係る記載は、必ず

しも記載する必要はない。 

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保について検討のう

え、記載する必要がある。 

＊１ ただし、関係事業者やその他の防災関係機関とも連携を図るとともに、当該機関等の業務（事業）継

続計画との整合性を確保する必要がある。 

＊２ 防災基本計画等への位置付けのほか、地域防災計画の作成の基準となるべき事項を示した消防庁防災

業務計画においては、業務継続計画の策定などによる業務継続性の確保等について地域防災計画に定め

るものとしている。 

３ 業務継続計画の基本方針 

市は、大規模災害時における非常時優先業務については次の方針に基づいて業務継続を

図るものとする。 

４ 対象組織の範囲 

本計画においては、次の組織を対象範囲とする。 

市庁舎内の各課室等及び出先機関（水道局、銚子市立病院、消防本部は除く。） 

■ 災害発生時においては、市民の生命、財産を保護し、被害を最小限にとどめるた

め、地域防災計画に位置づけられた応急対策業務を最優先する。 

■ 発生から７２時間までは、人命に係る応急対策業務に重点をおくこととなるため、

市民生活、施設等の維持管理に著しい影響を与える通常業務以外は一旦停止する。 

■ 休止、縮小する通常業務は平常時における重要性をもって判断するのではなく、

市民の生活の維持等に係る重要度をもって判断する。 

■ 市の公共施設(市体育館、市民センター、図書館等)は、避難所等の応急対策業務と

して使用する場合以外には、一般利用を休止する。 

■ イベント、会議等は、原則として中止・延期する。 

■ 復旧・復興業務は、応急対策業務と並行し、早期に実施するべき基本的な業務を対

象とする。 

■ 優先度の高い継続する通常業務は、応急対策業務に影響を与えない範囲で、順次

再開する。 
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第２章 被害状況の想定 

１ 市の被害想定 

本計画においては、平成 25 年 2 月に作成した「銚子市防災アセスメント調査業務報告

書」で想定されている銚子直下型地震（Ｍ6.9）を想定する。 

図 4 想定地震（銚子直下型地震（M6.9））における震度分布図（50m メッシュ） 

 

 ■ 建物被害 

半壊 全壊 合計 

512 棟 4,130 棟 4,642 棟 

 

 ■ 津波浸水被害 

床下浸水 床上浸水 合計 

902 棟 6,030 棟 6,932 棟 

 

 ■ 出火・延焼による被害 

   160棟（被害が最大となる冬の18時を想定） 

 

 ■ 人的被害 

原因 死者数 負傷者数 自力脱出困難者数 避難者数 

建物崩壊 161 人 1,843 人 － － 

火災 160 人 160 人 － － 

合計 321 人 2,003 人 513 人 3,535 人 
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■ 道路被害予測 

   道路閉塞率は、国道356号線、国道126号線、一般県道286号線で10%を超える区間が存在

するが、上限値は13.5%であり大きくない。その他の路線についても部分的に道路閉塞が

発生するが、多くは10%未満と極めて小さい値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 道路リンク閉塞率（50mメッシュ） 

２ 市庁舎等（対象施設）及びライフラインの被害想定 

 「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」（平成 26 年 3 月閣議決定）においては 、

政府は、どのような事態に対しても、首都中枢機能の維持を図り、国民生活及び国民経済

に及ぼす影響を最小化するため、業務継続体制を維持する必要があることから、特に不確

実性が高い項目については、より過酷な被害様相を呈することを想定し、次のとおり被害

を想定している。 

〇 停電、商用電話回線の不通及び断水は、１週間継続する。 

〇 下水道の利用支障は、１か月継続する。 

〇 地下鉄の運用停止は、１週間継続、JR 及び私鉄の運行停止は、１か月間継続する。 

〇 主要道路の啓開には、１週間を要する。 

なお、この場合において、総理大臣官邸及び中央省庁の庁舎の一部が使用不能と想定し

ています。 

上記を踏まえ、本市においても同様の被害及び復旧想定を設定する。 
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表2 業務継続計画を策定する際の前提とすべき被害状況等 

 被害状況等 復旧予想等 

市庁舎及

び施設 

・耐震性が低いため、甚大な被害が発生し、全部又

は一部の使用が不可能になる。 

・安全性が確認されるまで一時的に施設の利用が

できない場合がある。 

・大きな被害を受けた施設は、

利用できなくなる可能性があ

る。 

庁舎内部 

・固定されていない什器、天井等が転倒・落下し、

一部のパソコンが故障する。 

・エレベータが、頻発する余震のために停止し、継

続的な利用に支障を来す可能性がある。 

・什器等の再設置や、ガラス破

片や内部収納物の片付け等に半

日程度以上要することが予想さ

れる。 

庁舎外部 

・延焼火災に巻き込まれる蓋然性は低い。 

・北側駐車場は津波による被害の可能性がある。 

・公用車を移動しなければ津波

により使用不能となる可能性が

ある。 

帰宅困難

者等 

・発災直後は、徒歩帰宅者が銚子駅周辺に溢れる

可能性が高い。 

・市庁舎に帰宅困難者が来訪する可能性も高い。

負傷者等の来訪の可能性もある。 

・平日であれば、来庁者が多数存在する。 

・帰宅困難者は、３日間程度滞

在することが見込まれる。 

電力 

・発災直後は、断線等により外部からの電力供給

が中断する。 

・電力の復旧は、１週間後。  

・復旧後も計画停電の可能性が

ある。 

上水道 

・管路や浄水場の被害又は停電による断水が発生  

・非常用電源装置、電算機等の稼働に必要な冷却

水が利用不可。 

・断水が１週間継続する。 

下水道 
・管路やポンプ場、処理場の被害又は停電によっ

て利用が困難。 

・利用支障は１か月継続する。 

ガス 

・高圧ガス及び中圧ガスは継続的に供給されるが、

低圧ガスは安全措置によりガスの供給が中断する

可能性がある。 

・低圧ガスの復旧は、１か月程

度で復旧。 

固定電話 

・大量のアクセスが集中することにより、災害時

優先電話以外はほとんど不通。 

・引込管路等での断線により不通となる。 

・不通が１週間継続。 

携帯電話 

・大量のアクセスが集中することにより、ほとん

ど不通。 

・基地局等の非常用電源の燃料が確保できなけれ

ば、不通となる可能性がある。 

・メールは概ね利用可能であるが、大幅な遅延が

発生する可能性がある。 

・不通が１週間継続。 

インター

ネット 

・引込管路等での断線により不通となる。 ・利用支障が１週間継続。 
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第３章 非常時優先業務の整理 

１ 非常時優先業務の選定方針 

大規模災害が発災した場合、様々なリスクを伴う状況下で業務継続を図るためには、優

先的に実施する業務を時系列で絞り込むことが必要となる。このため、非常時優先業務の

対象期間を決定し、非常時優先業務の候補となる各業務を対象に、発災後のいつ頃の時期

までに業務を開始・再開する必要があるかを考慮し、非常時優先業務として選定する。 

非常時優先業務のうち、災害対策業務は地域防災計画の災害対策本部事務分掌に記載さ

れている各班の業務を対象とし、通常業務は平常時に各課等が行っている一般業務を対象

とする。 

 

3.1.1 非常時優先業務の対象期間 

非常時優先業務の対象期間は、発災後の資源が著しく不足し混乱する期間及び業務実施

環境が概ね整って通常業務への移行が確立されると考えられるまでの期間とされているた

め、本市においては、非常時優先業務の選定対象期間を「発災後１か月以内」とする。 

 

3.1.2 業務開始目標時間 

業務開始目標時間とは、非常時優先業務の開始・再開の目標とする時期であるが、ここ

での「開始・再開」とは単に一部に着手することを意味するのではなく、一定程度の業務

が実施される状態を指す。 

本計画では、業務開始目標時間について表 3 のとおり区分し、「発災後１か月～」は非

常時優先業務の対象外とする。 

 

表3 非常時優先業務の優先度及び内容 

区分 優先度 内容 

非
常
時
優
先
業
務 

Ａ 

発災後直ぐ（発災後～3 時間以内）に業務着手しないと、市民の生命や生

活、社会経済活動に重大な影響を及ぼすため、限られた資源の中にあって

も、優先的に対策を講じることが必要な業務 

Ｂ 

発災後１日以内（～24 時間以内）に業務に着手しないと、市民の生命や生

活、社会経済活動等に相当の影響を及ぼすため、限られた資源の中にあって

も、早期に対策を講じることが必要な業務 

Ｃ 

発災後２日目～３日以内（～72時間以内）に業務に着手しないと、市民の生命

や生活、社会経済活動等に相当の影響を及ぼすため、限られた資源の中にあっ

ても、早期に対策を講じることが必要な業務 

Ｄ 

発災後４日目～１週間以内に業務に着手しないと、市民の生命や生活、社会経

済活動等に影響を及ぼすため、限られた資源の中にあっても、早期に対策を講

じることが必要な業務 

Ｅ 

発災後１週間～１か月は業務に着手せず、応急・復旧対策に人員を優先するこ

とが望ましく、１週間の業務中断が住民生活や社会経済活動に大きな影響を及

ぼさないと見込まれる業務 
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対
象
外 

Ｆ 

発災後～１か月は業務に着手せずとも、業務の中断が住民生活や社会経済活動

に大きな影響を及ぼさないと見込まれる業務 

２ 非常時優先業務の選定 

非常時優先業務の選定結果は、次のとおりである。 

 

3.2.1 非常時優先業務の選定 

■ 災害対策業務 

災害対策業務のうち非常時優先業務は、107件であった。 

そのうち、発災3時間以内に開始すべき業務が62件（57.9％）、24時間以内に開始すべ

き業務が20件（18.7％）、72時間以内に開始すべき業務が10件（9.3％）、72時間以内に

開始すべき業務の合計は、92件（86.0％）であった。 

■ 通常業務 

通常業務のうち非常時優先業務は、208 件であった。 

そのうち、発災 3 時間以内に開始すべき業務が 26 件（12.5％）、24 時間以内に開始

すべき業務が 41 件（19.7％）、72 時間以内に開始すべき業務が 24 件（11.5％）、72 時

間以内に開始すべき業務の合計は、91 件（43.8％）であった。 

*各課室等で実施する業務を集計しているため、重複している業務があります。 

 

表 4 非常時優先業務の着手時期別割合 

業務区分 
Ａ 

～3h 

Ｂ 

～24h 

Ｃ 

～72h 

Ｄ 

～1ｗ 

Ｅ 

～1ｍ 
合計 

災害対策業務(件) 
62 

(57.9%) 

20 

(18.7%) 

10 

(9.3%) 

9 

(8.4%) 

6 

(5.6%) 
107 

通常業務（件） 
26 

(12.5%) 

41 

(19.7%) 

24 

(11.5%) 

52 

(25.0%) 

59 

(28.3%) 
208 

 

3.2.2 課室等別の非常優先業務（業務開始目標時間別） 

別添「課室等別の非常優先業務（業務開始目標時間別）」のとおり 
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第４章 非常時優先業務の実施体制の確立 

１ 業務実施体制 

地域防災計画に基づき、災害対策本部の設置基準を満たした場合、以下の体制に速やか

に移行する。 

 
 

本部班

土木班

　　　本部事務局

（観光商工課長）

出納班

復旧班

経済部

（総務課長）

総括部

調達班

産業班

（企画財政課長）

（議会事務局長）

（都市整備課長）

給水班

援護班
（水道局長）

地区活動拠点

本部長が必要と認めた者

現地災害対策本部

（教育長）

教育部

（学校教育課長）

動員班

調査班

調整部 調整班

清掃班

本部長 （市長）

復旧部

（社会教育課長）

防災部

管理班

救助班

防災班

給水部

援護部

※本部長が必要と認めたときに設置

教育班

災害対策本部室

本　　部　　員

（秘書広報課長）

住宅班

衛生医療班（社会福祉課長）

（消防長）

副本部長（副市長）　　
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２ 指揮命令系統 

■ 災害対策業務のうち非常時優先業務 

災害対策本部の各部、各班長をそれぞれの組織の指揮命令者とする。 

部長が不在の場合は、副部長が代理し、班長が不在の場合は、副班長が代理する。た

だし、指揮命令者との連絡手段が確保され、直接指示を仰ぐことができる場合には、職

務の代理は行わない。 

■ 通常業務のうち非常時優先業務 

銚子市事務決裁規程のとおりとする。 

３ 災害対策本部長（市長）の職務代理者 

災害対策本部長（市長）の職務代理者は、地域防災計画の規定により、次の順位となっ

ている。 

第１順位：副本部長（副市長） 

第２順位：総務課長 

４ 職員の参集体制 

職員の参集体制は、地域防災計画の規定により、次のとおりとなっている。 

■ 配備基準及び配備内容 

種別 配備基準 配備内容 職員等の対応 

第
１
次
配
備 

自
動
配
備 

【地震】 
○本市域に気象庁発表による震度
４又は５弱の地震が発生したとき。 
○気象庁が東海地震観測情報（臨
時）、東海地震注意情報又は東海地
震予知情報を発表したとき。 

 
○災害関係課等の職員で
情報収集連絡活動が円滑
に行える態勢とし、その所
要人員は、所掌業務等を勘
案してあらかじめ各課等
において定める。 

 
○あらかじめ指
定された初動職
員は、動員の指令
を待つことなく
速やかに自主登
庁する。 

第
２
次
配
備 

状
況
配
備 

○本市域に気象庁発表による震度
５弱以下の地震が発生し、火災が発
生した場合又は災害が発生するお
それがある場合で、本部長が必要と
認めたとき。 

○各部各班の応急対策活
動が円滑に行える態勢と
し、その所要人員は所掌業
務等を勘案して、あらかじ
め各課等において定める。 

○あらかじめ指
定された職員は、
動員の指令があ
った場合は、速や
かに登庁する。 

自
動
配
備 

【大規模地震】 
○本市域に気象庁発表による震度
５強又は６弱の地震が発生したと
き。 
【津波】 
○気象庁が津波予報区の千葉県九
十九里・外房に津波注意報を発表し
たとき。 

 
同上 

 
○あらかじめ指
定された初動職
員は、動員の指令
を待つことなく
速やかに自主登
庁する。 

第
３
次
配
備 

自
動
配
備 

【大規模地震】 
○本市域に気象庁発表による震度
６強以上の地震が発生したとき。 
○気象庁が津波予報区の千葉県九
十九里・外房に津波警報又は大津波
警報を発表したとき。 

 
○原則として全職員を配
備し、市の組織及び機能の
全てを挙げて対処する態
勢とする。 

 
○全職員は、動員
の指令を待つこ
となく速やかに
自主登庁する。 
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■ 参集場所 

職員の参集場所は、原則として平常時の勤務場所とする。ただし、次の場合は、その

指定された場所とする。 

指定された職員 参集場所 

各部長 災害対策本部設置場所 

部長から指定があった職員 指定された場所 

 

■ 職員の動員伝達の方法 

職員の動員は、自主登庁を原則とするが、動員による配備が必要な場合には、次の方

法により伝達する。 

○ 勤務時間内 

本部長が、庁内放送等を通じて速やかに伝達する。また、出先機関については、災

害対策本部の各部長にあたる職にある者から伝達する。 

○ 勤務時間外・休日 

  別に定める動員・配備計画（電話番号あり）に基づき、電話連絡により伝達する。 

総括部 → 各部長 → 各部班長 → 所属職員 

 

■ 配備状況の報告 

  災害対策本部の各班長は、職員の動員状況を速やかに把握し、配備人員報告書により

所属部長に報告するものとし、各部長は、総括部長（動員班）に報告する。総括部長は、

報告を受けた配備状況を速やかに本部長に報告する。 
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第５章 必要資源に関する分析と対策の検討 

１ 職員の参集予測 

地域防災計画では、震度６強以上の地震や津波警報又は大津波警報の発表があった場合、

災害対策本部を設置し、全職員を配備することになっている。しかし、夜間・休日等の勤

務時間外に大規模災害が発生した場合は、道路の被害、交通規制等により職員の参集が遅

れ、災害対策本部の立ちあげの障害となることが想定される。そこで、休日・夜間での大

規模災害の発生を想定して、自宅から配備場所まで徒歩又は自転車等で参集した場合の所

要時間について調査を実施した。 

5.1.1 調査方法 

調査の対象は、各課室等の全職員（会計年度職員は除く。）とし、各職員の自宅からあ

らかじめ定められた参集場所まで参集することを想定した。 また、公共交通機関の支障や

道路被害を考慮し、参集手段は、徒歩、自転車、原動機付自転車・自動二輪車とし、自宅

から参集場所までに要する時間を調査した。 

■ 参集手段の順位 

・利用できる参集手段が複数ある場合、原動機付自転車・自動二輪車を優先する。 

・原動機付自転車・自動二輪車及び自転車を所有していない場合は、徒歩とする。 

■ 本調査にあたり想定する速度 

徒歩：3 ㎞/h 

自転車：15 ㎞/h 

原動機付自転車・自動二輪車：20 ㎞/h 

5.1.2 参集予測 

調査対象の職員 338 人のうち、発災後 1 時間以内に参集可能な職員は、121 人（35.8％）、

3 時間以内は、167 人（49.4％）であり、参集可能と考えられる 3 時間以内の総数は、288

人（85.2％）となった。 

＊ 実際の災害時には、職員自身や家族の被災、家族に支援が必要な要配慮者が居ること、橋梁（銚子大橋等）

や道路の使用不可など、発災直後の参集が不可能となる場合がある。 

 

表 5 参集予測及び参集割合 

 

職員参集予測時間 

1 時間 

以内 

3 時間 

以内 

6 時間 

以内 

12 時間 

以内 

24 時間 

以内 

72 時間 

以内 
合計 

参集人数（予測） 121 人 167 人 31 人 15 人 4 人 0 人 338 人 

参集割合 *合計に占める割合 35.8％ 49.4％ 9.2％ 4.4％ 1.2％ 0％  
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表 6 課室等別参集予測 

 

課等 室等 

職員参集予測時間 

1 時間 

以内 

3 時間 

以内 

6 時間 

以内 

12 時間 

以内 

24 時間 

以内 

72 時間 

以内 
合計 

秘書広報課 - 1 5 0 0 0 0 6 

企画財政課 

企画室 5 4 0 1 1 0 11 

銚子創生室 2 1 0 0 0 0 3 

洋上風力推進室 2 2 0 0 0 0 4 

財政室 2 2 2 0 0 0 6 

管財室 8 3 1 0 0 0 12 

総務課 

総務室 2 3 1 2 0 0 8 

人事室 0 3 2 2 0 0 7 

施設管理室 13 8 1 0 0 0 22 

危機管理室 4 0 0 0 0 0 4 

市民課 
市民室 1 8 2 0 0 0 11 

保険年金室 7 7 2 0 0 0 16 

税務課 
課税室 3 10 2 1 0 0 16 

債権管理室 2 5 0 1 0 0 8 

社会福祉課 
社会福祉室 4 6 2 1 0 0 13 

障害支援室 2 7 0 0 0 0 9 

子育て支援課 - 1 8 0 0 0 0 9 

高齢者福祉課 - 4 11 1 1 0 0 17 

健康づくり課 - 10 16 0 0 2 0 28 

観光商工課 - 8 5 0 0 0 0 13 

水産課 - 0 5 0 0 0 0 5 

農産課 - 3 6 2 0 0 0 11 

都市整備課 
都市整備室 5 6 0 0 0 0 11 

土木室 7 2 1 1 0 0 11 

生活環境課 - 7 2 1 1 0 0 11 

会計課 - 1 4 0 1 0 0 6 

議会事務局 - 2 3 1 0 0 0 6 

学校教育課 

教育総務室 0 3 3 0 0 0 6 

学校教育室 2 3 1 0 0 0 6 

指導室 0 4 0 0 0 0 4 

学校給食センター 2 1 0 0 0 0 3 

社会教育課 

生涯学習室 1 4 0 0 0 0 5 

スポーツ振興室 1 0 4 1 0 0 6 

文化財・ジオパー

ク室 
0 1 0 2 1 0 4 

市民センター 1 3 0 0 0 0 4 

公正図書館 3 1 0 0 0 0 4 

市立銚子高校 - 1 1 1 0 0 0 3 

選挙管理委員会 

事務局 
- 2 0 0 0 0 0 2 

監査委員事務局 - 1 2 0 0 0 0 3 

農業委員会事務局 - 1 2 1 0 0 0 4 

合計  121 167 31 15 4 0 338 
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２ 庁舎 

5.2.1 庁舎の状況 

災害対策本部が置かれる市庁舎は、平成 23 年度に実施した耐震診断の結果、高層棟、議

会棟、低層棟の 3 棟全てにおいて耐震性能が著しく不足した状態であることが判明してい

る。特に高層棟は震度 6 強以上の揺れで倒壊・崩壊する危険性が高く、立ち入りが制限さ

れるなどの支障が発生する可能性は高いと考えられる。また、建物の構造に被害がなくと

も、天井材、ガラス、照明器具等の非構造部材に被害があった場合に、職員や来庁者の負

傷や機器の破損のおそれがある。このため、非構造部材について点検を行い、耐震化を推

進する。 

倒壊を防ぐための応急的な対策として、令和 4 年度に SRF 工法耐震補強工事を実施する

が、中長期的には、市庁舎の建設、耐震化、分庁化、空き公共施設への移転など、財政負

担や市民の利便性を考慮した整備方針を慎重に検討する必要がある。 

5.2.2 執務環境 

庁舎内の室内の書棚、ロッカー、コピー機等の什器の固定が十分ではないため、これら

の転倒により職員の負傷やパソコン等の機器が破損するリスクがある。そのため、書棚、

ロッカー等の固定、棚の上部の段ボール箱の撤去等の安全対策を推進する。 

5.2.3 代替庁舎の選定 

市庁舎は、耐震化が不十分であり、防災拠点としての機能を維持できない恐れがある。

市庁舎が利用できなくなった場合、災害対策本部については、保健福祉センターに設置し、

代替庁舎は、「表 7 代替庁舎候補施設」から選定する。ただし、代替庁舎として機能する

ためには、発電設備や通信設備が十分に整備されていない状況であり、事務に必要な機器

類や通信機器等の資機材も不足している状況となっている。 

 

表 7 代替庁舎候補施設 

＊令和 4 年度からは「ジオパーク・芸術センター」 

３ 電力 

市庁舎については、停電時に非常用発電機が自動起動し、各フロアの一部に分配される

ようになっている。しかし、燃料タンクの容量が３３０リットルと少ないため、稼働時間

が短く、燃料補給がなければ１０時間で停止する。 

燃料を補充することにより継続運転が可能であるため、平時から災害時の燃料の供給

について、災害協定を締結している千葉県石油協同組合銚子支部との連携強化を図る。 

施設名 耐震 
災害 
危険度 

発電 
設備 

通信 
水・ 
食料 

事務 
機器 

災対 
本部 

避難所 

保健福祉センター 〇 〇 × 
非常用 

1 回線 
〇 〇 〇 〇 

市民センター 〇 〇 × 
固定 

電話 
〇 〇 × 〇 

地域交流センター・

銚子芸術村＊ 
〇 〇 × 

固定 

電話 
〇 〇 × 〇 
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４ 通信（電話、インターネット等） 

固定電話や携帯電話等の一般通信回線がアクセスの集中により、通話が不能となること

や通信規制が行われることがある。停電時においては、デジタル回線は電話交換機のバッ

テリーが切れる２～３時間程度使用が可能となっている。こうした状況に対する対策とし

て、市庁舎にアクセスの集中による影響を受けにくい交換機を介さなくても使用できるア

ナログ回線が１１回線、災害時優先回線が４回線整備されている。また、災害時優先電話

が使用できない場合の代替手段として、防災行政無線（移動系）を整備している。 

通信設備の一層の充実を図るため、衛星携帯電話、ＭＣＡ無線、ＩＰ携帯電話様々な通

信手段の導入やバッテリーの確保について検討する。 

５ 防災行政無線 

 防災行政無線の整備状況は、表８のとおり。 

 停電時においても、親局は２４時間、屋外子局は７２時間使用可能となっている。 

 

表 8 防災行政無線整備状況 

 装置名 所在地 数量 備考 

固
定
系 

親局 

市役所 1 式 
Jアラート及びデジタル受信

機、アナログ機連携共 

消防本部 1 式 遠隔制御器 

中継局 天王台 1429 番地の 1 1 式 発動発電機を含む設備一式 

屋外子局（デジタル方式）

アンサーバック有り 

市立銚子高校 

外 1 箇所 
2 局 

 
屋外子局（デジタル方式）

アンサーバック無し 

銚子市名洗町 

外 69 箇所 
70 局 

移
動
系 

基地局（アナログ） 銚子市役所 1 局  

陸上移動局 公用車及び市役所 45 局 
車載 5 局 

携帯 40 局 

 

６ 情報システム 

住民情報系システム及び行政情報系システムは、バックアップ体制が整備されている。

しかし、大規模災害によりサーバ機器等の損傷又は普及用データが損傷した場合などの支

障が生じた場合の復旧には時間を要する。 

対策として、保守業者との災害時復旧対応に関する契約や市外のデータセンターの活

用など、災害に強いシステム構築を推進する。 
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表 9 情報系システムの防災対策 

システム 

種別 

住民情報系システム 

（個人番号利用系） 

行政情報系システム 

ＬＧＷＡＮ接続系 インターネット接続系 

内容 

① 住民基本台帳システム 

② Acrocity 住民情報（住民票・印

鑑・教育・選挙・国民健康保険・

国民年金・税（住民、法人、固

定資産、軽自動車、総合収納）） 

③ Acrocity 住民情報リカバリー

システム 

④ Acrocity 福祉総合（児童手当・

障害支援） 

⑤ 番号連携システム 

⑥ 戸籍システム 

⑦ 登記連携システム 

⑧ MC 介護（介護保険システム） 

⑨ MC 後期高齢（後期高齢者システ

ム） 

⑩ 健康かるて（健康管理システ

ム） 

⑪ 滞納管理システム 

⑫ 生活保護システム 

⑬ HOUSAS（家屋評価システム） 

⑭ 市営住宅管理システム 

⑮ 個人番号利用系管理（ AD・

File/Virus・WSUS/SKYSEA） 

① LGWAN 接続（内部事

務）系管理（AD・

File・Virus・

WSUS・SKYSEA） 

② グループウェア 

③ 庶務事務 

④ 人事給与システム 

⑤ 財務会計システム 

⑥ メールシステム 

⑦ 地理情報システム 

① 仮想端末提供システ

ム 

② メールシステム 

③ CMS-KIT（コンテン

ツマネジメント）/

ホームページ公開サ

ーバ 

④ 教育系管理（AD・

File・Virus・

WSUS・SKYSEA） 

⑤ 校務支援システム 

⑥ 公共施設予約システ

ム 

⑦ 防災メール 

サーバ  

設置場所 

 本庁７階電算機室 

 ③のみ消防署 

 本庁７階電算機室（①

～⑥） 

 システム提供事業者デ

ータセンター（⑦） 

 本庁７階電算機室（①

②④⑤） 

 システム提供事業者デ

ータセンター（③⑥⑦） 

現

状

の

防

災

対

策 

停

電

対

策 

一

次

的 

無停電電源装置 無停電電源装置 無停電電源装置 

継

続

的 

なし なし なし 

耐震等 
サーバラック追加耐震補強 サーバラック追加耐震補

強 

サーバラック追加耐震補

強 

外部通

信回線 

① 住民ネット用回線（1 系統） ① LGWAN 回線（2 系統） ① 自治体 SC 用回線（2 系

統） 

② 教育用インターネッ

ト接続用回線（1 系統） 

③ オンライン会議用回

線（1 系統） 

他 

 復旧用データバックアップ 

 ③により戸籍を除く証明書の発行

が可能 

復旧用データバックアッ

プ 

 復旧用データバックア

ップ 

震度６強ク

ラスの地震

が起きた場

合の復旧日

数想定 

 本庁が倒壊せずにサーバ等機器に

問題がない場合は、電源復旧後１

日 

 サーバ機器等に損傷が見られる場

合には代替機器準備後６日 

 サーバ機器等の損傷及び普及用デ

ータが損傷した場合に外部情報に

て復旧が可能なものは①②⑥⑦他

は復旧日数未定 

 本庁が倒壊せずにサー

バ等機器に問題がない

場合は、電源復旧後１日 

 サーバ機器等に損傷が

見られる場合には代替

機器準備後６日 

 サーバ機器等の損傷及

び普及用データが損傷

した場合には復旧日数

未定 

 本庁が倒壊せずにサー

バ等機器に問題がない

場合は、電源復旧後１日 

 サーバ機器等に損傷が

見られる場合には代替

機器準備後６日 

 サーバ機器等の損傷及

び普及用データが損傷

した場合には復旧日数

未定 
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７ 飲料水・食料等 

銚子市備蓄計画の規定により、次のとおり目標量を設定しており、令和 7 年度までに完

備できる見込みとなっている。しかしながら、飲料水は、1 人 1 日当たり 2 本（500ｍｌ）

で 3 日分、食料は、1 人 1 日当たり 2 食で 3 日分のみを備蓄するものであるため、職員の

参集にあたっては、必要に応じて不足する分の食料を自らが持参することや平時から勤務

場所に備蓄することを奨励する。 

 

表 10 備蓄計画による目標量（食料・飲料水） 

品目 算出根拠 目標量 

アルファ米 

（アレルギー対応型） 
621 人×2 食×3 日×1/2=1,863 食 1,863 食 

パン 621 人×2 食×3 日×1/2=1,863 食 1,863 食 

飲料水（500ml） 
621 人×2 本×3 日=3,726 本 

【1 人 1 日当たり 2 本として算出】 
3,726 本 

８ トイレ 

市庁舎には、非常用トイレは設置されておらず、断水時には水洗トイレ用水が確保でき

ず使用不可能となるほか、断水はしなくても停電時にはポンプが停止するため、使用不可

能となる。 

対策として、携帯トイレを備蓄するほか、仮設トイレやマンホールトイレ等の整備を推

進する。また、発災時に早急に調達できるよう仮設トイレのレンタルについての災害協定

の締結を推進する。 

 

表 11 備蓄計画による目標量 

品目 算出根拠 目標量 

携帯トイレ 

（非常用トイレ袋） 

621 人×5 枚×3 日=9,315 個 

【1 人 1 日当たり 5 個として算出】 
9,315 個 

 

表 12 仮設トイレのレンタルについての災害協定 

協定締結先 協定内容 協定締結日 

㈱アクティオ 
災害時におけるレンタル機材（簡易水洗トイ

レ、発電機等）の提供 
平成 20 年 4 月 1 日 

三協フロンテア㈱ 
災害時におけるユニットハウス等（仮設事務

所、仮設トイレ等）の提供 
令和 4 年 3 月 18 日 
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９ 消耗品等（用紙等） 

発災後に、用紙やトナー等の消耗品が事業者から補充されない状態であっても不足がな

いよう、消耗品の常時保管量を確認している。 

１０ 受援体制の構築 

大規模災害時には、市のみで対応することが困難なことから、迅速かつ的確に人・物の

応援を受入れ、適切に配置することが重要となる。本部事務局や各部班の受援担当を決め、

また、要請や受入れの役割分担を明確化し、さらに、想定災害が発生した場合に応援協力

を求める要員や物資の種類・規模及び要請先などを検討し、受援計画としてとりまとめて

受援体制を確立する。 
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第６章 緊急時の対応手順（行動計画）の検討 

 大規模な災害が発生し、非常時優先業務を的確に実施していくためには、あらかじめ

災害時の対応手順（行動計画）を作成しておく必要がある。特に、初動段階で実施すべ

き事項については、その場で手順を考えているのでは間に合わないので、次のとおり

時系列に応じて整理した。 

 また、各部各班（各課室等）における緊急時の対応手順（行動計画）の作成を推進す

る。 

 

■対応手順（行動計画） 初動_各課室等共通 

 開始時間 活動内容 備考 

1 発災直後 

□ 来訪者・職員の負傷者対応・避難誘導 

・来訪者・職員等の負傷、閉じ込めを救助し、応急措置 

・目視、各課室等からの連絡等により庁舎の状況（火災や庁舎倒壊

等）を確認。状況により屋外避難を指示 

・危険箇所は立入禁止として特定し、表示・周知 

各課室等 

管財室 

2 発災直後 

□ 職員の安否確認 

・各課室等の長が在庁職員の安否を確認 

・外出、休暇等により在庁していない職員は、自らの安全を確保した

後、速やかに安否連絡。帰庁・出勤できる時間の目処も連絡 

・全庁の職員の安否確認状況を人事室が集約 

各課室等 

人事室 

3 発災直後 

□ 庁舎の被害状況の確認 

・各課室等が被害状況を確認し、危機管理室に報告 

・危機管理室は、各課室等の報告を取りまとめ、総務課長とともに安

全性を評価し、市長に報告 

各課室等 

危機管理室 

4 発災直後 

□ 庁舎移転及び対策本部設置の決定 

・災害対策本部事務局は、本部設置基準に合致した場合、本部設置の

準備を開始 

・市長は、庁舎の安全性、電力、通信等の回復見込みを踏まえ、代替

庁舎への移動を判断 

・市庁舎に留まる場合、災害対策本部の設置を正式指示 

本部班（危

機管理室） 

5 3 時間以内 

□ 災害対策本部の立上げ 

・災害対策本部事務局は、通信機器、ホワイトボード等必要な機材や

文書等を準備、立上げ 

・災害対策本部の各部各班は、定められた役割に応じた活動を開始 

危機管理室 

各部各班 

6 3 時間以内 

□ 災害・被害の情報収集 

・本部班（危機管理室）を中心に、テレビ・ラジオ・携帯電話・HP・

防災行政無線等から情報を収集 

・庁内の各課室等からの情報は、本部班を中心に集約 

・本部班が集約し、各部各班へ情報共有。 

各課室等 

本部班（危

機管理室） 

 

7 3 時間以内 

□ 外部関係機関との情報共有、応援要請 

・本部班は、消防、警察、県災対本部、自衛隊等との通信手段を確保、

情報交換を開始 

・状況を踏まえ、市長の判断により、応援を要請 

本部班（危

機管理室） 

8 3 時間以内 

□ 被災者への支援（避難所の開設等） 

・収集情報を基に迅速に避難所の開設を判断 

・避難所担当者は、参集基準に基づき本部に参集し、備品を受領 

 （避難所運営マニュアル参照） 

・各避難所の担当者の連絡手段を確保、調整開始 

・被災者総合相談窓口を開設 

避難所担当 

危機管理室 

秘書広報課 
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第７章 業務継続計画の推進 

１ 業務継続のマネジメント 

業務継続計画の実効性を確認し、高めていくためには、教育や訓練を繰り返し実施して

いくことが重要であり、そのためには、教育や訓練の計画等を策定し、これに従い着実に

実施することが必要である。 

そのため、業務継続マネジメント(ＢＣＭ)におけるＰＤＣＡサイクルを継続的に実践す

る。 

 

２ 教育の実践 

災害時に的確に業務継続を図るためには、業務継続計画の内容等を職員等に周知・浸透

させ、さらに各課室等が発災時に自律的に行動できるよう防災に対する当事者意識の喚起

と対応能力の向上を図ることが重要である。 

このため、各種防災マニュアルを策定し、職員等に対する防災教育を継続的に実施する。 

３ 訓練の実施 

発生した場合に、少ない職員でも災害状況に応じて優先業務を的確に遂行するため、平

常時から各種防災訓練を実施する。 

４ 評価と見直し 

業務継続計画の実効性を確保するため、訓練や研修で得た知見や災害対応による課題を

整理し、対応策を検討の上、定期的（毎年度）に本計画の見直しを行う。 
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別添 課室等別非常優先業務（業務開始目標時間別） 

 

■秘書広報課     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 災害の写真記録に関すること 被害状況を撮り記録する Ａ 

災害対策 災害広報に関すること 
広報誌、ホームページ、SNS に被害状

況や支援等に関する情報を掲載する 
Ａ 

災害対策 報道機関との連絡調整に関すること 
被害状況や支援状況等の情報を報道

機関へリリースする 
Ａ 

通常 市長及び副市長の秘書に関すること 
市長及び副市長のスケジュール管理、

各種調整を行う 
Ａ 

災害対策 被災者総合相談窓口に関すること 
被災者専用相談窓口を設置し対応す

る 
Ｃ 

災害対策 
災害視察者及び見舞者の接遇に関す

ること 
視察者・見舞者の接遇 Ｅ 

        

■企画室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 被害状況調査の総括に関すること 
各部からの被害調査の報告をとりまと

める 
Ａ 

災害対策 
各種災害情報（災害救助法適用業務

の帳簿含む）のとりまとめに関すること 

災害対策本部に届いた災害情報をとり

まとめる 
Ａ 

通常 
電子計算機及び庁内ネットワークの運

用及び管理に関すること 

バックアップデータの確認 

システム・ネットワークの確認及び応急

復旧 

Ａ 

災害対策 
災害復旧計画の策定準備に関するこ

と 

国の災害復旧事業の施行に向けた資

料の作成 

国の災害復旧事業と併せて施行する

公共施設の新設・改良に向けた検討に

備える 

Ｅ 

        

■銚子創生室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 各部各班との連絡調整に関すること 
災害対策本部と連携し、各部各班との

連絡調整を行う 
Ａ 

通常 
がんばれ銚子ふるさと応援寄附に関

すること 
ふるさと納税による寄附を受け入れる Ｂ 

        

■洋上風力推進室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 各部各班との連絡調整に関すること 
災害対策本部と連携し、各部各班との

連絡調整を行う 
Ａ 

        

■財政室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
災害関連予算の編成及び執行管理に

関すること 
災害関連予算の編成及び執行管理 Ｄ 
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通常 予算の編成及び執行に関すること 予算の編成及び執行管理 Ｅ 

        

■管財室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
市庁舎等の被害調査及び復旧に関す

ること 

市庁舎等の被害調査及び復旧に関す

ること 
Ａ 

災害対策 
非常電源、燃料、臨時電話の確保及

び自動車の配車に関すること 

非常電源、燃料、臨時電話の確保及び

自動車の配車に関すること 
Ａ 

通常 
庁舎及び庁内設備の維持管理に関す

ること 

庁舎及び庁内設備の維持管理に関す

ること 
Ａ 

通常 共用自動車の管理に関すること 共用自動車の管理に関すること Ａ 

通常 公有財産の総括的管理に関すること 
公有財産の被害調査及び復旧に関す

ること 
Ｃ 

通常 公有財産の損害保険に関すること 公有財産の損害保険に関すること Ｅ 

        

■総務室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

通常 
文書の受領、発送及び保管並びに掲

示場に関すること 
郵便物の受領及び発送 Ｂ 

通常 公印の管守に関すること 公印、職務代理者印の管理 Ｂ 

通常 職務代理に関すること 
市長に事故があった場合に職務代理に

関する手続を行う 
Ｂ 

通常 市議会に関すること 議案通知のとりまとめ、審査及び印刷 Ｂ 

通常 情報公開制度に関すること 公文書開示請求の対応 Ｂ 

通常 個人情報保護制度に関すること 自己情報開示請求の対応 Ｂ 

通常 
地域交流センター・銚子芸術村に関す

ること 

地域交流センター・銚子芸術村の維持

管理及び運営 
Ｂ 

通常 庁内庶務に関すること OA 機器、コピー用紙等の管理 Ｃ 

通常 市民活動の推進に関すること 
ボランティア等市民活動の振興・推進を

図る 
Ｃ 

通常 青年館に関すること 市及び町内青年館に関する事務 Ｃ 

        

■人事室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 

職員（消防職員を除く）の動員及び配

置並びに応援派遣の現場からの要求

把握に関すること 

避難所等への人員配置 Ａ 

災害対策 
職員及び応援派遣職員等の食料の確

保及び健康管理に関すること 
食料調達及び健康状態の把握 Ｂ 

災害対策 
応援派遣職員の受入、配置、身分取

扱いに関すること 
応援派遣職員の受け入れ Ｃ 

通常 職員の給与に関すること 給与計算及び支給事務 Ｄ 

通常 
職員の任用、分限、懲戒及び服務に

関すること 
職員の任用、分限、懲戒及び服務 Ｅ 

通常 
職員の勤務時間その他の勤務条件に

関すること 
職員の勤務時間その他の勤務条件 Ｅ 
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■施設管理室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
施設の応急措置及び復旧並びに各班

への職員の応援に関すること 

施設の応急措置及び復旧を行う 

他の班へ応援を行う 
Ｂ 

        

■危機管理室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 災害対策本部室の庶務に関すること 
災害対策本部の設置し、円滑な運営の

ための事務を行う 
Ａ 

災害対策 災害対策の総合調整に関すること 各班との総合調整を行う Ａ 

災害対策 
国、県、防災関係機関との連絡調整に

関すること 

災害除法、被害の状況等を的確に把

握し、関係機関と連絡調整を行う 
Ａ 

災害対策 
町内会その他自主防災組織との連絡

調整に関すること 

町内会等と被害状況等の連絡調整を

行う 
Ａ 

災害対策 
防災行政無線局の統制及びアマチュ

ア無線との連絡に関すること 

無線通信の運用を総合的に管理し、統

制する 
Ａ 

災害対策 
避難勧告・指示(緊急)等の伝達、避難

者の誘導に関すること 

住民の避難指示を行い、安全に誘導す

る 
Ａ 

通常 行政対象暴力等に関すること 行政対象暴力への対応する Ｂ 

災害対策 自衛隊の災害派遣要請に関すること 
必要な場合は知事に自衛隊の災害派

遣要請を依頼する 
Ｂ 

災害対策 
市町村間の応援派遣要請に関するこ

と 

相互応援協力協定に基づき応援・派遣

要請を行う 
Ｂ 

通常 危険な空家に関すること 

市民から連絡のあった危険な空家の状

況を確認 

必要に応じて応急対応を実施し、所有

者に連絡 

Ｃ 

災害対策 災害救助法の適用申請に関すること 
被災状況が災害救助法の適用基準に

該当する場合は知事に報告する 
Ｃ 

     

■市民室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
トリアージタッグ回収に関すること（避

難所関係） 
トリアージタッグの回収 Ａ 

災害対策 
被災者台帳の資料提供に関すること

（避難所関係） 

被災者台帳の基礎となる資料を本部事

務局へ提供する 
Ａ 

災害対策 
避難所の開設及び管理運営の補助に

関すること（避難所関係） 

住民の協力を得ながら避難所の運営を

行う 
Ａ 

災害対策 
安否情報の収集等に関すること（避難

所関係） 

安否情報確認のための資料を本部事

務局へ提供する 
Ａ 

通常 
戸籍法(昭和 22 年法律第 224 号)に

基づく届書の受理に関すること 
戸籍届出の受理等 Ａ 

通常 死産届の受理に関すること 死産届の受理等 Ａ 

通常 埋葬、改葬及び火葬に関すること 火葬許可書の発行等 Ａ 

通常 斎場の利用の許可に関すること 斎場利用許可書の発行等 Ａ 

災害対策 
死体の収容及び処理（仮埋葬を含む）

に関すること 

警察、自衛隊等と協力し、行方不明か

つ死亡していると推定される死体の捜

索や埋葬を実施する 

Ｂ 
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災害対策 
医療保険の災害時手続きに関するこ

と 
医療保険の災害時手続き Ｄ 

災害対策 被保険者証等の再交付に関すること 被保険者証の再交付 Ｄ 

通常 
戸籍簿及び除籍簿の記録及び管理に

関すること 
戸籍の記載等 Ｄ 

通常 
戸籍の附票の記録及び消除に関する

こと 
戸籍の附票の記載および消除等 Ｄ 

通常 
戸籍、住民基本台帳、印鑑登録等に

係る証明書の交付に関すること 
証明書の交付等 Ｄ 

通常 犯罪人名簿に関すること 犯罪人名簿の作成及び管理等 Ｄ 

通常 
成年被後見人及び破産者名簿の整備

に関すること 

成年被後見人及び破産者名簿の作成

及び管理等 
Ｄ 

通常 
相続税法(昭和 25 年法律第 73 号)に

基づく通知に関すること 
相続税法に基づく通知の作成等 Ｄ 

通常 

出入国管理及び難民認定法(昭和 26

年政令第 319 号)に基づく住居地の届

出に関すること 

住居地の届出等 Ｄ 

通常 

特別永住許可の申請の受付並びに特

別永住許可証及び特別永住者証明書

の交付に関すること 

申請の受付及び証明書の交付等 Ｄ 

通常 

日本国との平和条約に基づき日本の

国籍を離脱した者等の出入国管理に

関する特例法(平成 3 年法律第 71 号)

に基づく住居地等の届出に関すること 

住居地等の届出等 Ｄ 

通常 支所及び出張所に関すること 支所及び出張所に係る事務等 Ｄ 

通常 

住民基本台帳法(昭和 42 年法律第

81 号)等に基づく届書の受付に関する

こと 

住民基本台帳法に基づく受付等 Ｄ 

通常 

住民基本台帳の記録及び管理並びに

戸籍の附票の記録の修正に関するこ

と 

住民基本台帳の記録等 Ｄ 

通常 

電子署名等に係る地方公共団体情報

システム機構の認証業務に関する法

律(平成 14 年法律第 153 号)に関する

こと 

電子証明書等に関すること Ｄ 

通常 印鑑の登録に関すること 印鑑の登録等 Ｄ 

通常 
住民基本台帳ネットワークシステムに

関すること 

住民基本台帳ネットワークシステムに

関すること 
Ｄ 

通常 自動車臨時運行許可に関すること 自動車臨時運行許可に関すること Ｄ 

通常 
住民基本台帳の一部の写しの閲覧に

関すること 
住民基本台帳の一部の写しの閲覧 Ｄ 

通常 人口動態に関すること 人口動態の入力等 Ｄ 

通常 

税務に関する証明書の交付(地方税法

(昭和 25 年法律第 226 号)第 20 条の

10 の規定による納税証明書及び同法

第 382 条の 3 の規定による固定資産

課税台帳に記載されている事項の証

明書の交付に限る)に関すること 

税務に関する証明書の交付 Ｄ 
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通常 

行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法

律(平成 25 年法律第 27 号)に定める

個人番号の指定及び通知並びに個人

番号カードの交付等に関すること 

マイナンバーカードの申請、交付等 Ｄ 

通常 一般旅券の発給に関すること 一般旅券の申請受付及び交付 Ｄ 

        

■保険年金室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

通常 
国民健康保険被保険者の資格の得喪

等に関すること 

国民健康保険被保険者の資格の得喪

等に関すること 
Ｄ 

通常 
国民健康保険被保険者の保険の給付

に関すること 

国民健康保険被保険者の保険の給付

に関すること 
Ｄ 

通常 
後期高齢者医療被保険者の資格に関

する申請及び届出の受付に関すること 

後期高齢者医療被保険者の資格に関

する申請及び届出の受付に関すること 
Ｄ 

通常 

後期高齢者医療被保険者証及び資格

証明書の引渡し及び返還の受付に関

すること 

後期高齢者医療被保険者証及び資格

証明書の引渡し及び返還の受付に関

すること 

Ｄ 

通常 

後期高齢者医療給付に関する申請及

び届出の受付並びに証明書の引渡し

及び返還の受付に関すること 

後期高齢者医療給付に関する申請及

び届出の受付並びに証明書の引渡し

及び返還の受付に関すること 

Ｄ 

*災害対策業務は市民室に記載。     

        

■課税室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 住家被害の調査に関すること 

り災証明書を発行するための住家の被

害認定調査を実施し、罹災台帳を作成

する 

Ｄ 

通常 諸税の賦課に関すること 
軽自動車税、市たばこ税及び入湯税の

賦課調定業務 
Ｄ 

通常 
原動機付自転車及び小型特殊自動車

の標識に関すること 

原動機付自転車及び小型特殊自動車

の標識の登録、廃車、変更業務 
Ｄ 

通常 
固定資産の調査及び評価に関するこ

と 

土地、家屋、償却資産の調査及び評価

業務 
Ｄ 

災害対策 り災証明の発行に関すること 

り災証明の対象となる家屋の所有者等

の申請に基づき、罹災台帳と照合して

家屋の損壊等に関するり災証明書を発

行する 

Ｅ 

災害対策 被害届出証明の発行に関すること 

り災証明書の対象とならない住家の付

帯物等の被害について、被災者が提出

した証拠資料等を添えた申請の受付及

び被害の届出があったことを証する被

害届出証明書を発行する 

Ｅ 

通常 

税務に関する証明(市民課市民室にお

いて交付する証明書に係るものを除く)

及び公簿の閲覧に関すること 

税務に関する証明書(市民課市民室に

おいて交付する証明書に係るものを除

く)の発行及び公簿の閲覧業務 

Ｅ 

通常 
市民税及び県民税の賦課に関するこ

と 

市県民税及び法人市民税の賦課調定

業務 
Ｅ 
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通常 
固定資産税及び都市計画税の賦課に

関すること 

固定資産税及び都市計画税の賦課調

定業務 
Ｅ 

        

■債権管理室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

通常 
市税、県民税及びこれに伴う徴収金の

徴収に関すること 

納付書の発行（口座振替含む）及び納

付された徴収金の収納確認（消込）を

行う 

また、納税相談を受付する 

Ｄ 

災害対策 住家被害の調査に関すること 

り災証明書を発行するための住家の被

害認定調査を実施し、罹災台帳を作成

する 

Ｄ 

通常 
市税及び県民税の過誤納金の還付又

は充当に関すること 

過誤納された税の還付又は他の税目

等へ充当する（遅滞なく還付しなければ

ならない） 

Ｄ 

        

■社会福祉室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
日本赤十字社千葉県支部との連絡調

整に関すること 

災害時には、災害救護に必要な業務に

ついて、日本赤十字社との連絡調整ほ

かの業務を行う                        

Ａ 

災害対策 

要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児

等）の支援に関すること（福祉避難所

の開設及び管理運営を含む） 

福祉避難所を開設し、要配慮者のう

ち、一般の避難所での避難生活が困難

と思われる者について、状況により福

祉避難所に避難させる 

Ａ 

通常 日本赤十字事業に関すること 

災害時には、災害救護に必要な業務に

ついて、日本赤十字社との連絡調整ほ

かの業務を行う                       

また、救援物資等の配分を行う 

Ａ 

災害対策 
福祉施設被害調査及び復旧等に関す

ること 

福祉施設の被害調査及び復旧に関す

る業務を行う 
Ｂ 

災害対策 
被災者に対する見舞金の支給に関す

ること 

本市の区域内に発生した災害により被

災した方に対する見舞金又は弔慰金を

支給する 

Ｃ 

災害対策 

災害見舞金、義援金及び災害弔慰金

の支給並びに災害援護資金の貸付に

関すること 

災害見舞金、義援金及び災害弔慰金

の支給を行う 
Ｃ 

通常 災害見舞金等に関すること 

本市の区域内に発生した災害により被

災した方に対する見舞金又は弔慰金を

支給する 

Ｃ 

通常 
生活保護法に基づく保護の決定及び

実施に関すること 

生活に困窮するすべての国民に対し、

その困窮の程度に応じ、必要な保護を

行い、健康で文化的な最低限度の生活

を保障するとともに、その自立を助長す

る                          

（この内、被災した市民からの生活保護

に関する相談、保護費支給は優先業務

となる） 

Ｃ 
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通常 
行旅病人及び行旅死亡人に関するこ

と 

身元不明の死体又は身元は明らかで

あるが引き取り者のいない死体の火葬

を行う 

また、引き取り・相続者の調査を行う 

Ｃ 

災害対策 
災害援護資金の貸付事務の取次ぎに

関すること 

災害援護資金の貸付事務の取次ぎを

行う 
Ｄ 

災害対策 

災害見舞金、義援金及び災害弔慰金

の支給並びに災害援護資金の貸付に

関すること 

災害援護資金の貸付に関する事務を

行う 
Ｄ 

        

■障害支援室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
要配慮者（障害者等）の支援に関する

こと 

要配慮者（障害者等）の支援に関する

こと 
Ａ 

災害対策 
福祉施設の被害調査及び復旧に関す

ること 

福祉施設の被害調査及び復旧に関す

ること 
Ｂ 

通常 基幹相談支援センターに関すること 基幹相談支援センターに関すること Ｄ 

通常 障害者虐待防止センターに関すること 障害者虐待防止センターに関すること Ｄ 

通常 

身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第

283 号)及び知的障害者福祉法(昭和

35 年法律第 37 号)に基づく支援及び

措置に関すること 

手帳の交付等、身体障害者及び知的

障害者に関する支援及び措置に関する

こと 

Ｅ 

通常 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律(平成 17

年法律第 123 号)に基づく自立支援給

付及び地域生活支援事業に関するこ

と 

障害者自立支援給付等の支給に関す

ること 
Ｅ 

通常 
障害者介護給付費等審査会に関する

こと 

障害者介護給付費等審査会に関する

こと 
Ｅ 

通常 

児童福祉法(昭和 22 年法律第 164

号)に基づく障害児通所給付費及び障

害児相談支援給付費の支給に関する

こと 

障害児通所給付、障害児相談支援給

付費に関し、障害福祉サービス事業者

の請求が正しいか審査の上、支払いを

行う 

Ｅ 

通常 
障害を理由とする差別を解消するため

の措置及び支援に関すること 

障害を理由とする差別を解消するため

の措置及び支援に関すること 
Ｅ 

通常 
障害者及び障害児に係る各種手当そ

の他の給付に関すること 
各種手当等の給付に関すること Ｅ 

通常 
地域活動支援センター及び児童発達

支援センターに関すること 

地域活動支援センター及び児童発達

支援センターの運営等に関すること 
Ｅ 

通常 その他障害福祉に関すること 
タクシー券の交付等、その他障害福祉

に関すること 
Ｅ 
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■子育て支援課     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 

要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児

等）の支援に関すること（福祉避難所

の開設及び管理運営を含む） 

要配慮者の避難支援、避難所における

支援、福祉避難所の開設、社会福祉施

設等への入所、避難所から福祉避難

所への移送、被災した要配慮者の生活

確保、外国人に対する安全確保対策 

Ａ 

災害対策 
被災児童及び母子世帯等の援護に関

すること 

相談、支援（情報提供・窓口の取次ぎ

等） 
Ｂ 

通常 
児童福祉法に基づく支援及び措置に

関すること 

相談、支援（情報提供・窓口の取次ぎ

等）、施設への措置等 
Ｂ 

通常 

母子及び父子並びに寡婦福祉法(昭

和 39 年法律第 129 号)に基づく支援

及び措置に関すること 

相談、支援（情報提供・窓口の取次ぎ

等）、施設への措置等 
Ｂ 

災害対策 
福祉施設の被害調査及び復旧に関す

ること 
所管施設の調査等 Ｃ 

通常 
特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業者に関すること 
運営者からの相談受付、指導・助言等 Ｃ 

通常 

子ども・子育て支援法(平成 24 年法律

第 65 号)に基づく子ども・子育て支援

給付(幼稚園に係るものを除く)に関す

ること 

子ども・子育て支援給付事務 Ｅ 

通常 
ひとり親家庭等医療費等及び子ども

医療費に関すること 

ひとり親家庭等医療費等及び子ども医

療費の支給決定、受給券の発行等 
Ｅ 

通常 
児童手当及び児童扶養手当に関する

こと 

児童手当及び児童扶養手当の申請受

付・支給決定事務等 
Ｅ 

通常 保育所に関すること 入所相談等 Ｅ 

通常 放課後児童クラブに関すること 利用相談、運営者への指導助言等 Ｅ 

        

■高齢者福祉課     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 

要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児

等）の支援に関すること（福祉避難所

の開設及び管理運営を含む） 

福祉避難所を開設し、要配慮者のう

ち、一般の避難所での避難生活が困難

と思われる者について、状況により福

祉避難所に避難させる 

Ａ 

災害対策 
福祉施設の被害調査及び復旧に関す

ること 
福祉施設の被害状況の調査を行う Ｂ 

通常 地域包括支援センターに関すること 高齢者等の総合相談窓口業務を行う Ｄ 

通常 
老人福祉法(昭和 38 年法律第 133

号)に基づく援護措置に関すること 

状況により、被災者を養護老人ホーム

等に措置する 
Ｅ 

    

■健康づくり課     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
医療関係施設の被害調査及び復旧に

関すること 

医療関係施設の被害状況を確認し、復

旧に関する事務を行う 
Ａ 

災害対策 救護所の設置及び運営に関すること 
救護所を設置し、運営を円滑に行うた

めの事務を行う 
Ａ 
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災害対策 医療及び助産に関すること 
医療救護班が業務を円滑に行うための

事務を行う 
Ａ 

通常 地域医療に関すること 
医師会、歯科医師会、薬剤師会との調

整 
Ａ 

通常 病院事業に関すること 
市立病院の被災状況確認、復旧等に

関する業務 
Ａ 

通常 子ども家庭総合支援拠点に関すること 
要保護児童対策地域協議会に関わる

ケース支援 
Ａ 

通常 
要保護児童対策地域協議会に関する

こと 

要保護児童対策地域協議会に関わる

ケースの安否確認等 
Ａ 

災害対策 被災者の健康管理に関すること 
被災者の健康・精神状態把握し、良好

に維持するための事務を行う 
Ｂ 

通常 
感染症その他の疾病の予防に関する

こと 
避難所等での感染症対策 Ｂ 

通常 食品衛生に関すること 食中毒予防等の啓発 Ｂ 

通常 
保健福祉センターすこやかなまなびの

城に関すること 

避難所としての維持管理および運営に

関しての事務を行う 
Ｂ 

通常 母子健康手帳の交付に関すること 
母子健康手帳の交付・再発行、問い合

わせへの対応等 
Ｂ 

通常 
新型コロナウイルスワクチンの接種に

関すること 
予診票発行、問い合わせ対応等 Ｂ 

通常 成人の歯科保健指導に関すること 
災害下における口腔内衛生保持のた

めの情報発信、支援等 
Ｃ 

通常 その他成人保健に関すること 

避難所や在宅被災者に対する健康相

談、エコノミークラス症候群等の予防啓

発活動 

Ｃ 

通常 母子の栄養指導に関すること 
災害下における授乳指導、栄養指導、

支援等 
Ｃ 

災害対策 防疫業務に関すること 
防疫業務を円滑に行うための事務を行

う 
Ｄ 

通常 成人の栄養指導に関すること 
避難所や在宅被災者に対する栄養指

導、食事支援等 
Ｄ 

通常 母子の歯科保健指導に関すること 災害下における母子の口腔衛生指導 Ｄ 

通常 
子育て世代包括支援センターに関す

ること 

要保護児童対策地域協議会に関わる

ケース以外の支援等 
Ｄ 

通常 家庭児童相談室に関すること 保護者や学校からの相談対応等 Ｄ 

通常 健康情報に関すること 被災後の健康管理に関する情報発信 Ｅ 

通常 自殺対策に関すること 職員含めたメンタルヘルスケア Ｅ 

通常 予防接種に関すること 予診票の発行等 Ｅ 

    

■観光商工課     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
食料の調達及び避難所等への供給に

関すること 
避難所へ食料を配達する Ｂ 

災害対策 
被服、寝具その他生活必需品の調達

及び避難所等への供給に関すること 

避難所へ被服、寝具その他生活必需

品を配達する 
Ｂ 

災害対策 
商工・観光業の被害調査及び復旧に

関すること 

観光施設や市内事業者の被災状況の

調査を行う 
Ｃ 
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通常 中小企業者の資金融資に関すること 
被災により業務に影響を受けた事業者

の資金繰り支援を行う 
Ｅ 

        

■水産課       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
農林水産業の被害調査及び復旧に関

すること 

農林水産業の被害調査及び復旧を行

う 
Ｂ 

通常 
船員法(昭和 22 年法律第 100 号)に

基づく船員手帳の交付等に関すること 

船員法指定市町村として、船舶の乗組

員に対し、船員手帳の交付等を行う 
Ｃ 

通常 水産業資金に関すること 

市内水産業者の金融機関からの借入

金に対し利子補給を行うことにより、経

営の安定化を図り、水産業の振興に寄

与する 

Ｅ 

通常 漁場の整備に関すること 

特定漁港漁場整備計画にも基づき、漁

港管理者の千葉県が行う漁港整備に

係る費用の一部を負担し、水産業の振

興を図る 

Ｅ 

        

■農産課       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
農林水産業の被害調査及び復旧に関

すること 
現地確認 Ａ 

災害対策 
農林水産業の被害調査及び復旧に関

すること 

【広域農道】 

 障害物（倒木等）の撤去 
Ａ 

通常 有害鳥獣の駆除に関すること 罠にかかったイノシシの駆除 Ａ 

災害対策 
農林水産業の被害調査及び復旧に関

すること 

【広域農道】 

 土砂、砕石等による路肩の修繕 
Ｃ 

災害対策 
農林水産業の被害調査及び復旧に関

すること 
農業用罹災証明書の発行手続き Ｃ 

通常 農業資金に関すること 

被災農家に対する融資を関係機関に

確認する 

あわせて融資制度の周知を図る 

Ｅ 

        

■都市整備室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 応急仮設住宅の確保に関すること 応急仮設住宅の確保等 Ａ 

災害対策 
応急仮設住宅の入居者選定に関する

こと 
応急仮設住宅への入居者対応等 Ａ 

災害対策 被災住宅の応急修理に関すること 被災住宅の応急修理への対応 Ａ 

災害対策 
被災建物及び被災宅地の応急危険度

判定に関すること 
応急危険度判定士の応援要請 Ａ 

災害対策 
公営住宅の被害調査及び復旧に関す

ること 
市営住宅の修繕等 Ａ 

通常 
市営住宅の建設、管理及び処分に関

すること 
市営住宅の入退去等の対応 Ｂ 

災害対策 
住宅資金の貸付（利子補給を含む）事

務に関すること 
住宅資金の貸付対応 Ｅ 
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通常 
屋外広告物法(昭和 24 年法律第 189

号)に基づく許可等に関すること 
申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 

駐車場法(昭和 32 年法律第 106 号)

に基づく路外駐車場及び高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律(平成 18 年法律第 91 号)に

基づく特定路外駐車場の設置の届出

等に関すること 

申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 

都市計画法(昭和 43 年法律第 100

号)に基づく建築物の建築の許可等及

び開発行為の許可申請等に関するこ

と 

申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 

租税特別措置法(昭和 32 年法律第

26 号)に基づく優良宅地の認定申請等

に関すること 

申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 

宅地造成等規制法(昭和 36 年法律第

191 号)に基づく許可申請等に関するこ

と 

申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 

銚子市風致地区条例(平成 25 年銚子

市条例第 27 号)に基づく許可申請等

に関すること 

申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 建築確認申請等に関すること 申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

通常 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律(平成 18 年法律

第 91 号)に基づく計画申請等に関する

こと 

申請等を審査・確認し許可等する Ｅ 

        

■土木室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 

道路、橋りょう、崖崩れ、河川等の被

害調査、応急措置及び復旧並びに障

害物除去に関すること 

道路、橋りょう、崖崩れ、河川等の被害

調査 

応急措置及び復旧並びに障害物除去

作業 

被害状況によっては災害復旧のための

業務委託や工事の発注を行う 

Ａ 

通常 
公共土木施設の維持管理に関するこ

と 

津波の状況に応じた樋管の操作及び

監視に関すること 
Ａ 

通常 
法定外公共物の維持管理に関するこ

と 

法定外の道路及び水路の被害調査 

応急措置及び復旧並びに障害物除去

に関すること 

Ａ 

        

■生活環境課     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 がれきの処理に関すること 

被災時に発生する廃材やがれきなどの

災害廃棄物について、仮置場の設置を

検討し、迅速に収集並びに処理する 

Ａ 
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災害対策 
応急仮設トイレの調達及び管理に関

すること 

避難所などに設置する応急仮設トイレ

の調達及び環境衛生上支障がないよう

管理する 

Ａ 

災害対策 
環境衛生施設の被害調査及び復旧に

関すること 

管理する環境衛生施設の被害調査及

び復旧 
Ａ 

災害対策 
被災地における環境保全等に関する

こと 
災害廃棄物の不法投棄監視業務 Ａ 

通常 
一般廃棄物の収集及び処分に関する

こと 
家庭から排出されるごみの収集 Ａ 

通常 
一般廃棄物の収集及び処分に関する

こと 
し尿及び浄化槽汚泥の処理 Ａ 

通常 
一般廃棄物処理施設の維持管理に関

すること 
銚子市衛生センターの維持管理 Ａ 

災害対策 
ごみ及びし尿の収集並びに処理に関

すること 

避難所から発生するごみ及びし尿など

について迅速に収集並びに処理する 
Ｂ 

災害対策 
大気汚染、大気環境中の放射線量の

把握に関すること 
放射線量の測定業務 Ｂ 

通常 斎場の管理運営に関すること 死体等の火葬業務 Ｂ 

通常 公衆便所の清掃に関すること 公衆便所の清掃及び適切な管理 Ｃ 

通常 
犬の登録及び狂犬病の予防に関する

こと 
犬の登録鑑札交付業務 Ｄ 

        

■会計課       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

通常 
現金及び有価証券の出納・保管に関

すること 

市が保有する現金及び有価証券の出

納・保管に関する業務 
Ａ 

通常 
出納員その他の会計職員に関するこ

と 

出納員その他の会計職員に関する業

務 
Ａ 

災害対策 災害資金の出納に関すること 災害資金の出納・管理 Ｂ 

災害対策 義援金の出納に関すること 義援金の出納・管理 Ｂ 

通常 
指定金融機関及び収納代理機関との

連絡に関すること 

指定金融機関及び収納代理機関との

連絡に関する業務 
Ｂ 

通常 小切手の振出しに関すること 支払いに関する業務 Ｃ 

通常 
物品の出納及び保管（使用中の物品

に係る保管を除く）に関すること 

物品の出納及び保管（使用中の物品に

係る保管を除く）に関する業務 
Ｄ 

通常 
現金及び財産の記録管理に関するこ

と 

現金及び財産の記録管理に関する業

務 
Ｄ 

通常 支出負担行為の確認に関すること 支出負担行為の確認（審査）業務 Ｄ 

通常 
千葉県収入証紙の売りさばきに関する

こと 

千葉県収入証紙の売りさばきに係る業

務 
Ｅ 

        

■議会事務局     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 各部各班との連絡調整に関すること 各部各班との連絡調整 Ａ 

通常 
議員の身分及び議員報酬等に関する

こと 

議員の安否及び罹災状況の確認、連

絡先等管理 
Ａ 

通常 公印の管守に関すること 公印の管守 Ｂ 
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通常 
文書の収受、発送及び保存に関する

こと 
文書の保管、受付、回覧 Ｂ 

通常 秘書に関すること 正副議長の秘書業務 Ｂ 

通常 
議場その他議会関係各室の管理に関

すること 

議場、会派控室、委員会室など議会関

連施設の管理 
Ｂ 

通常 議会図書室の管理に関すること 議会図書室の管理 Ｂ 

通常 法令の調査及び研究に関すること 
議員への情報提供（災害等に関するこ

と） 
Ｃ 

通常 
各種資料の収集、調査及び統計に関

すること 

議員への情報提供（災害等に関するこ

と） 
Ｃ 

通常 
その他議会の調査及び統計に関する

こと 

議員への情報提供（災害等に関するこ

と） 
Ｃ 

通常 予算の経理に関すること 会計経理及び物品の出納保管 Ｄ 

通常 
議会の会議、委員会(公聴会を含む)

及び協議会に関すること 

議会運営のうち、法令等の定めにより

非常時でも中止ができないもの 
Ｄ 

通常 
議員の身分及び議員報酬等に関する

こと 

議員報酬、全国市議会共済会に関する

業務 
Ｅ 

通常 職員の人事及び給与に関すること 職員の人事、厚生、服務及び給与 Ｅ 

通常 例規及び公告式に関すること 
議会に係る条例、規則等の制定改廃に

関する業務 
Ｅ 

通常 
議員提出の議案及び意見書の作成に

関すること 

議員提出議案、意見書の上程等に関

する業務 
Ｅ 

通常 
各種資料の収集、調査及び統計に関

すること 
議案作成のための調査、各種照会 Ｅ 

通常 議案、請願及び陳情に関すること 請願・陳情の受付、結果通知 Ｅ 

通常 
議決及び決定事項の通知及び報告に

関すること 
議決結果の送達等 Ｅ 

        

■教育総務室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及

び管理運営に関すること 
避難所の設置・運営 Ａ 

通常 公印の管守に関すること 公印の管理・保管 Ａ 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関す

ること 
被害情報の収集・応急修理 Ｂ 

通常 文書の受領及び配付に関すること 文書の収受及び発送 Ｃ 

通常 
職員の任免、人事、給与等に関するこ

と 
－ Ｅ 

通常 育英資金に関すること － Ｅ 

通常 
教育委員会事務部局内の連絡調整に

関すること 
教育行政全般の調整 Ｅ 

        

■学校教育室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 応急教育対策に関すること 応急教育対策を行う Ａ 

災害対策 
避難所の開設及び管理運営に関する

こと 

避難所（福祉避難所を除く）の開設及び

管理運営を行う 
Ａ 

通常 学校運営に関すること 学校の管理運営に関すること Ａ 
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通常 教職員の給与事務に関すること － Ｂ 

通常 学籍関係に関すること 生徒及び児童の就学に関すること Ｃ 

通常 
児童生徒及び教職員の保健管理に関

すること 

学齢簿の編成及び整備保管に関する

こと 
Ｃ 

通常 教職員の人事事務に関すること － Ｃ 

通常 
学校保健関係の委員会・会議等に関

すること（緊急性が高いもの） 

学校の組織編制及び学級編制に関す

ること 
Ｄ 

        

■指導室       

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 応急教育対策に関すること 応急教育対策を行う Ａ 

災害対策 
避難所の開設及び管理運営に関する

こと 

避難所（福祉避難所を除く）の開設及び

管理運営を行う 
Ａ 

通常 学校運営に関すること 学校の管理運営を行う Ａ 

通常 
小児言語指導センターの管理運営に

関すること 

小児言語指導センターとの連絡調整を

行う 
Ｄ 

通常 
適応指導教室の管理運営に関するこ

と 
適応指導教室の管理運営を行う Ｄ 

        

■学校給食センター     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 炊き出しに関すること 
学校給食センター等の施設を利用して

炊き出しを行う 
Ａ 

通常 公印の管守に関すること 

所長印及び出納印は、紛失等により悪

用されるおそれがあるので、厳重に保

管する 

Ａ 

通常 栄養及び献立作成に関すること 
必要な栄養価が摂取できおいしく地元

産の食材を取り入れた献立を作成する 
Ｂ 

通常 賄材料の発注及び検収に関すること 
廉価で安全性の高い賄材料を購入し、

納品時には品質を確認する 
Ｂ 

通常 
学校給食その他給食の配送計画に関

すること 

給食時間に間に合うよう無駄のない配

送を計画する 
Ｂ 

通常 
学校給食費、幼稚園給食費及び実費

の徴収に関すること 

学校給食費等の賦課、徴収、還付処

理、督促、個別徴収を行う 
Ｅ 

        

■生涯学習室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関す

ること 

社会教育施設の被害調査及び復旧に

関すること 
Ａ 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及

び管理運営に関すること 

避難所（福祉避難所を除く）の開設及び

管理運営、避難所に来た人の安否確

認 

Ａ 

通常 

市民センター、地区コミセン、公正図書

館及び青少年文化会館との連絡調整

に関すること 

課内の連絡調整 Ｂ 
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■スポーツ振興室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関す

ること 
被害情報の収集・応急修理 Ａ 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及

び管理運営に関すること 
避難所の設置・運営 Ａ 

通常 
社会体育施設の設置、廃止及び管理

に関すること 
社会体育施設の維持管理 Ｃ 

通常 体育館との連絡調整に関すること 体育館の施設管理・利用申請許可等 Ｃ 

        

■文化財・ジオパーク室     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関す

ること 
安全を確認する Ａ 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及

び管理運営に関すること 

避難所として使用可能か、または安全

か確認する 
Ａ 

災害対策 安否情報の収集等に関すること 安否情報を収集する Ａ 

通常 文化財の管理・保全 

市内及び公共施設にある文化財の被

害状況の把握、傷みが生じないよう温

度湿度の管理、害虫等からの保護保

全を行う 

Ｂ 

        

■市民センター     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関す

ること 

教育施設の損害状況確認及び復旧に

ついて対応する 
Ａ 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及

び管理運営に関すること 

市民センターにおける開設及び管理運

営、各コミセンで避難所開設した際の

助言等のサポート 

Ａ 

災害対策 安否情報の収集等に関すること 
安否情報を収集し、関係機関と連絡を

とり、情報を共有する 
Ａ 

通常 センター事業の企画実施に関すること 

企画実施の中止に伴う、物品の保全状況

の確認。関係者へ、再開に向けた調整をす

る 

Ｄ 

通常 
センターの使用許可及び維持管理に関す

ること 

使用許可者への使用中止及び延期後、セ

ンター及び地区コミセンの再開に向けた調

整をする 

Ｄ 

通常 公印の管守に関すること 
公印が金庫等適切な場所に保管されてい

るか確認 
Ｄ 

通常 職員の服務に関すること 勤務状況等の確認 Ｄ 

通常 文書の収受、発送及び保管に関すること 

棄損、滅失文書及び保全すべき文書の確

認。期限のあるものついては、取り扱いにつ

いて確認する 

Ｄ 

通常 
関係団体及び関係機関との連絡に関する

こと 

関係団体及び関係機関に連絡をとり、被害

状況等について確認し、情報を共有する 
Ｄ 
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■公正図書館     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及

び管理運営に関すること 

避難所（福祉避難所を除く）の開設及び

管理運営、避難所に来た人の安否確

認 

Ａ 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関す

ること 

社会教育施設の被害調査及び復旧に

関すること 
Ｂ 

        

■市立銚子高等学校     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
教育施設の被害調査及び復旧に関するこ

と 

主に市立銚子高校の損害状況の確認及び

応急的復旧作業を行う 
Ａ 

災害対策 
避難所（福祉避難所を除く）の開設及び管

理運営に関すること 

主に市立銚子高校に係る避難所の開設及

び管理運営を主体的に行う 
Ａ 

災害対策 安否情報の収集等に関すること 

本校生徒等の安否情報を 24 時間から 3日

以内程度内に収集 

その他関係機関と連絡をとり情報を共有す

る 

Ａ 

        

■選挙管理委員会事務局     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

通常 公告式に関すること 法令等に基づく告示作成等 Ｂ 

通常 公印の管守に関すること 選挙管理委員会各種公印の管守 Ｂ 

通常 委員会会議に関すること 
議案の作成及び選挙管理委員会開催

等 
Ｂ 

通常 各種選挙の管理執行に関すること 各種選挙の管理執行 Ｂ 

通常 
最高裁判所裁判官国民審査の管理執

行に関すること 

最高裁判所裁判官国民審査の管理執

行 
Ｂ 

通常 
選挙人名簿の調製、修正等に関する

こと 
選挙人名簿の調製、修正等 Ｂ 

通常 選挙人名簿の閲覧に関すること 選挙人名簿の閲覧に関する業務 Ｂ 

通常 選挙の訴訟に関すること 選挙に関する訴訟対応 Ｂ 

通常 直接請求に関すること 直接請求（リコール等）の管理執行 Ｂ 

通常 
日本国憲法の改正手続に関する法律

(平成 19 年法律第 51 号)に関すること 

日本国憲法の改正手続における国民

投票の管理執行 
Ｂ 

通常 

銚子市住民投票条例(平成 24 年銚子

市条例第 41 号)に基づく住民投票の

管理執行に関すること 

銚子市住民投票条例に基づく住民投

票の管理執行 
Ｂ 

通常 
予算の経理及び物品の出納管理に関

すること 
予算経理及び物品の出納管理 Ｄ 

通常 人事に関すること 選挙管理委員会人事異動等 Ｄ 

通常 
文書の収受、発送及び保管に関する

こと 
文書収受、発送及び保管 Ｄ 

通常 
検察審査会法(昭和 23 年法律第 147

号)に関すること 
検察審査員候補者予定者名簿の調製 Ｄ 

通常 

裁判員の参加する刑事裁判に関する

法律(平成 16 年法律第 63 号)に関す

ること 

裁判員候補者予定者名簿の調製 Ｄ 
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通常 
選挙人に関する書類の保存及び記録

統計に関すること 

選挙人に関する書類の保存及び記録

統計 
Ｅ 

通常 有権者の調査に関すること 有権者の調査等 Ｅ 

    

■監査委員事務局     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 被害状況調査の総括に関すること 
被害状況をとりまとめ、速やかに各部

長に報告する 
Ａ 

災害対策 
各種災害情報（災害救助法適用業務

の帳簿含む）のとりまとめに関すること 

各種災害情報をとりまとめ、本部班へ

報告する 
Ａ 

        

■農業委員会事務局     

業務区分 業務名 業務内容 優先度 

災害対策 
農林水産業の被害調査及び復旧に関

すること 

農林水産業の被害調査及び復旧に関

する業務 
Ｃ 

通常 委員会の会議に関すること 

農地法に基づく申請について、審議し

許可（許可相当）、不許可（不許可相

当）を決議する 

Ｅ 

通常 
農地法(昭和 27 年法律第 229 号)に

基づく諸申請及び許可に関すること 

農地法 3 条、4 条及び 5 条等の許可申

請の受付、及びその許可に関する事務 
Ｅ 

通常 農地の登記に関すること 
農業経営基盤強化促進事業に係る嘱

託登記業務 
Ｅ 

通常 農地の諸証明に関すること 各種証明書の発行業務 Ｅ 

通常 農業者年金に関すること 農業者年金に関する業務 Ｅ 
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